
育児・介護休業法に
おける休み方
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育児・介護休業法改正のポイント
令和7（2025）年4月1日から段階的に施行
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子の看護等休暇について①



・対象となる子どもの範囲
小学校3年生修了（9歳に達する年度の3月31日）まで（従来：小学校入学前まで）

・取得できる日数（※事業年度（4月〜翌3月など）ごとにカウントされます。）
対象となる子どもが1人 年に5日まで
対象となる子どもが2人以上 年に10日まで

・取得できる理由（対象事由）
病気やけがの看護・世話
予防接種・健康診断の受診
学級閉鎖や感染症による登園・登校自粛
入園式・卒園式、入学式への参加

・取得単位と条件
取得単位 1日単位、または時間単位（中抜け取得も原則可能）
給与の支払い 法律上は「無給」でも構わないとされています。

（無給とするかは企業ごとの規定による）。
勤続期間の制限撤廃 入社6ヶ月未満の労働者を一律対象外とする規定が廃止され、

入社直後から取得可能になりました。

子の看護等休暇について②
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所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大
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育児休業取得状況の公表義務適用拡大
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介護離職防止のための雇用環境整備について①

①〜④のうち複数
の措置を講じるこ
とが望ましい
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介護離職防止のための雇用環境整備について②
措置内容 具体的な取り組み例

1. 研修の実施
全従業員や管理職を対象に、
介護休業制度や「仕事と介護の両立」に関する
心構えの研修（eラーニング動画の活用含む）を行う。

2. 相談体制の整備
介護に関する社内相談窓口を設置し、担当者を周知する
（匿名対応や外部相談機関の活用も有効）。

3. 事例の収集・提供
社内で実際に介護休業や短時間勤務などを利用した社員
の事例を集め、社内報やイントラネットで共有する。

4. 制度利用促進の方針周知
経営陣やトップから「仕事と介護の両立を応援する」メ
ッセージを発信し、利用しやすい社内風土を作る。
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介護離職防止のための個別の周知・意向確認等①



介護離職防止のための個別の周知・意向確認等②
・個別の周知・意向確認（義務）
従業員から「家族の介護が必要になった・直面した」旨の申し出があった際に、
企業が個別に対応すべき内容です。

・対象者
性別、雇用形態（正社員・パート等）、勤続年数を問わず、
対象家族の介護に直面した旨を申し出たすべての労働者。

・周知すべき事項
①介護休業や介護両立支援制度等の内容
1. 介護休業（通算93日、3回まで分割可）
2. 介護休暇、短時間勤務（時間短縮・時差出勤・テレワーク等）、残業免除等の制度

②制度の申出先（人事部、担当窓口など）
③介護休業給付金に関する情報
④休業期間中の社会保険料の取り扱い（※周知したほうが望ましいと考えられる事項になります。）

・確認すべき事項
従業員本人が「介護休業を取得する意向があるか」、または「両立支援制度（短時間勤務等）を利用して、
就労を継続する意向があるか」を確認します。

・実施方法
①面談（対面またはオンライン）
②書面の交付
③FAX（労働者が希望した場合のみ）
④電子メール・チャット等の送信（労働者が希望した場合のみ）
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・早期（40歳等）の情報提供（義務）
介護に直面してから慌てて調べるのではなく、
事前に知識を持たせるために「直面前の段階」で一律に情報提供を行うことが義務付けられています。

・対象時期（以下のいずれか）
①労働者が40歳に達する日（誕生日の前日）の属する年度（4月〜翌3月）
②労働者が40歳に達した日の翌日（誕生日）から1年間
※40歳は「介護保険料」の支払いが始まり、親世代が70代を迎えて介護リスクが高まる時期です。

・提供する内容
①介護休業制度や各種両立支援制度の概要
②社内の相談窓口・申出先
③介護休業給付金などの公的支援に関する情報

介護離職防止のための個別の周知・意向確認等③
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柔軟な働き方を実現するための措置等①
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柔軟な働き方を実現するための措置等②

措置の項目 概要

1. 始業・終業時間の変更等 フレックスタイム制、時差出勤など、勤務時間を調整できる制度。

2. テレワーク等
在宅勤務やモバイルワークなど、場所にとらわれない働き方（月10日以上な
どの要件）。

3. 保育施設の設置・運営等
自社で保育施設を設置・運営する、または地域の提携保育サービスを利用可
能にする。

4. 養育両立支援休暇の付与
年に10日以上、原則時間単位で利用できる休暇。
働きながら子を養育するための用事であれば、その内容に制限はありません。
（子が就学する小学校の下見など）

5. 短時間勤務制度
1日6時間など、勤務時間を短縮する制度（※従来の3歳未満義務とは別に選
択肢として設定）。

・育児における「柔軟な働き方を実現するための措置」
事業主は、以下の5つの措置の中から2つ以上を導入し、
労働者がその中から1つを選択できるようにする必要があります（義務）。

※過半数組合等からの意見聴取
導入する2つの措置を選択・決定するにあたっては、
労働者の過半数で組織する労働組合（ない場合は労働者の過半数代表者）からの意見聴取が必要です。
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仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮①



・個別の意向聴取（義務）
労働者が育児休業から復職する際や、特定のタイミングにおいて、
会社側が面談等で労働者の意向を個別に確認することが義務化されました。

・意向確認を行う主なタイミング【義務】
①妊娠・出産等を申し出たとき
②子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間（多くの企業では、短時間勤務制度の利用期間が終わるタイミング等
で実施）また、多くの会社では育休復職時（子が１歳に達する前）にも実施されています。

・面談で伝えたほうが良いポイント
①勤務体制の希望（残業の可否、短時間勤務やテレワークの利用意向など）
②配置・業務量に関する希望（出張や転勤の可否、担当業務の負担感など）
③両立にあたっての課題や不安（保育園の送迎時間、家族のサポート状況など）

・実施方法
①面談（対面またはオンライン）
②書面や電子メール等のやり取り（※形式的なアンケートだけで終わらせず、双方向のやり取りが推奨されます）

・勤務場所・業務量等への配慮（義務）
意向聴取で把握した労働者の事情に基づき、事業主は実情に応じた配慮を行うことが義務付けられています。
【具体的になされるべき配慮の例】

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮②

内容 配慮の具体的な内容

業務量・配置の調整
突発的な休みに対応できるよう業務の平準化やマニュアル化を進める、
突発的な残業や夜勤を免除・軽減する。

勤務場所・時間 園の送迎に合わせた勤務時間の調整、自宅近くの拠点への移動や在宅勤務（テレワーク）の認可。

就業環境の整備 人手不足による特定社員への過度な負荷を避け、代替人員の確保や周囲のサポート体制を整える。 14
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まとめ

「仕事と育児・介護の両立は、
決して一人で抱え込むものではありません。」

「もしかして介護が必要かも」「復職後の働き方に不安がある」と感じたら、
早期に上司や相談窓口へ相談しましょう！

制度を適切に活用しながら、
お互いを支え合える職場環境を全員でつくっていきましょう！
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主催

共催

彩の国 埼玉県

今後のセミナー実施・改善の検討のため、
アンケートにご協力をよろしくお願いします。
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